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日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 116 号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特 集 

 4 ヵ国 4名の研修生が 11 ヵ月の研修を修了～第 34期 アジア社会福祉従事者研修 

 平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要が取りまとめられる 

Topics 

 法改正をふまえ、都道府県・指定都市社協の役割を考察～平成 29年度 都道府県・指定都市社会福祉

協議会 生活困窮者自立支援事業担当者会議 
 

 福祉視察・研修の積極的な受け入れによる国際交流の拡大、国際交流・支援活動会員数の増加への取組

強化～平成 29年度 第 2回国際社会福祉基金委員会 
 

 地域共生社会の実現と権利擁護・虐待防止に向けた取組課題を考察～  
 

 社協における被災者への相談支援について課題を共有～  

 

 若年性認知症の人と家族の地域生活を支えるために、求められる視点と支援のあり方を考察～平成 29 年

度 認知症の人とともに暮らす地域づくりセミナー 
 

 平成 31年度社会福祉制度等に関する要望事項のとりまとめに向けて議論～第 6回政策委員会幹事会 
 

 見直し後の都道府県推進計画に向けた社会的養護関係施設の多機能化・機能強化について協議～新た

な社会的養育ビジョンに関する検討会（第 3回） 

 

 「福祉人材確保力」を強化する～平成 29年度 専門講座（第2回） 

 

 新任社協職員のキャリアデザインを描き、ネットワークを構築～平成 29 年度 都道府県・指定都市社会福

祉協議会新任職員研修会 

 

 福祉施設長として習得すべき経営管理を学ぶ～第 42期福祉施設長専門講座 第 2回スクーリング 

 
社会保障・福祉政策情報／全社協 3 月日程／インフォメーション 

利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 4 ヵ国 4 名の研修生が 11 ヵ月の研修を修了～第 34 期 ア

ジア社会福祉従事者研修 
 

第34期 アジア社会福祉従事者研

修の研修生、朴允根（パク ユング

ン）さん＜韓国＞、王珮甄（ワン ペイ

ツン）さん＜台湾＞、エナ マリー モ

ンターさん＜フィリピン＞、メイリーラッ

ト ムンルッチャイトラックンさん＜タイ

＞の4名が平成29年3月から約11ヵ月

にわたる日本での研修を終え、2月15

日に修了式を迎えました。 

修了式当日は、見学や研修などでご協力いただいた社会福祉法人・施設の関係者、

国際交流・支援活動会員の皆さま、日本語教育等の関係者にくわえ、台北駐日経済

文化代表処、フィリピン共和国大使館、タイ王国大使館からのご来賓など60名のご参

加をいただきました。 

また、修了式記念講演は、国際交流活動に積極的に取組まれている社会福祉法人 

天竜厚生会の山本 たつ子理事長から「社会福祉法人と国際交流活動」をテーマに

ご講演いただきました。講演は、これまで全社協のアジア研修生35名の受け入れを行

うとともに、その受け入れの経験を生かし、法人独自事業として取組まれているカンボ

ジアでの保育・幼児教育の質の改善事業など、長年にわたる国際交流の実績と今後

の展望を内容とするもので、ご出席いただいた社会福祉関係者の皆さまに国際交流・

支援活動へ取組む意義と魅力を知っていただきました。 

全社協 斎藤 十朗会長からは、修了生へ

のねぎらいの言葉にくわえ、帰国後は母国の

福祉のリーダーとして日本の社会福祉関係者

の良きパートナーとなっていただきたいとの期

待を述べられました。その後、修了生一人ひと

りに修了証書が授与され、記念品が贈呈され

ました。 

日本語で行われた修了生の研修報告は、

日本での福祉研修にくわえ、文化体験や交

特 集 

修了証書を授与する 

全社協 斎藤 十朗会長 

研修生：左から エナさん、メイさん、ワンさん、パクさん 
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流など、幅広い内容となりました。研修期間を通して経験したさまざまな交流や日本で

の生活の様子を織り交ぜたスピーチに、会場の参加者から大きなお祝いの拍手が贈

られました。 

 

 

■ 平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定の概要が取りまと

められる 

取りまとめ過程の概略 

平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定（以下、報酬改定）については、平成 29

年 5 月に厚生労働省に設置された障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（以下、

検討チーム）において、改正障害者総合支援法等により創設される新サービスととも

に、既存サービスの報酬等のあり方について検討がすすめられました。平成 29 年 11

月に公表された「2017 年障害福祉サービス等経営実態調査」結果をふまえ、さらに議

論を重ね、平成 30 年 2 月 5 日の第 17 回会合において、報酬改定の概要が取りまと

められました。 

平成 29 年 12 月に、平成 30 年度予算編成の過程で行われた大臣折衝において、

障害福祉サービス等報酬改定の改定率は全体でプラス 0.47％と決定され、今回の取

りまとめにおいてサービス毎の報酬設定が示されました。 

報酬改定の基本的な考え方 

報酬改定にかかる議論の背景としては、 

・障害者の重度化・高齢化 

・医療的ケア児や精神障害者の増加等による利用者の多様化 

・利用者とともにサービス事業所が大幅に増加するなかでのサービスの質の向上 

の必要性 

・制度の持続可能性の観点から各サービスのメリハリのある報酬体系への転換の 

必要性 

などが挙げられていました。 

それらの課題を受けて今回の報酬改定では、基本的な考え方として 

・障害者の重度化・高齢化を踏まえた、地域移行・地域生活の支援 

・障害児支援の適切なサービス提供体制の確保と質の向上（医療的ケア児への 

対応等） 

・精神障害者の地域移行の推進 

・就労継続支援に係る工賃・賃金の向上や就労移行、就労定着の促進に向けた 
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報酬の見直し 

・障害福祉サービスの持続可能性の確保 

という 5 点が示されています。 

次期報酬改定に向けた検討事項 

報酬改定の概要の最後に、次期報酬改定に向けて引き続き検討・検証を行う事項

として、13 項目が示されています。そのなかには、サービスの質を報酬体系に反映さ

せる手法や、食事提供体制加算・送迎加算のあり方の検討、就労移行支援における

支援内容や就労移行支援利用後の一般就労についての実態把握、医療的ケア児者

の判定基準についての調査研究、などが挙げられています。 

現在、報酬改定に伴う関連告示の一部改正等について、3 月 6 日を期限とするパ

ブリックコメントが行われており、国民からの幅広い意見が募集されています。その後、

パブリックコメントの結果をふまえて、4月からの改定に向け、3月中旬に関係告示が公

布される予定です。 

今回取りまとめられた報酬改定の概要は次の通りです。 

 

平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容 

（第 17 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料より抜粋） 

 

《報酬改定に係る基本的な考え方》 

●障害者の重度化・高齢化への対応、医療的ケア児への支援や就労支援サービスの

質の向上などの課題に対応 

●改正障害者総合支援法等（H28.5 成立）により創設された新サービスの報酬・基準

を設定 

●平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋0.47％ 

 

◇障害者の重度化・高齢化を踏まえた、地域移行・地域生活の支援 

1．重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類型を創設 

2．一人暮らしの障害者の理解力、生活力等を補うための支援を行う新サービス（前 

回の法改正に伴うもの）、「自立生活援助」の報酬を設定 

3．地域生活支援拠点等の機能強化 

4．共生型サービスの基準・報酬の設定 

 

◇医療的ケア児への対応等 

1．人工呼吸器等の使用や、たん吸引などの医療的ケアが必要な障害児が、必要な 

支援を受けられるよう、看護職員の配置を評価する加算を創設 
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2．障害児の通所サービスについて、利用者の状態や事業所のサービス提供時間に 

応じた評価を行う 

3．障害児の居宅を訪問して発達支援を行う新サービス（前回の法改正に伴うもの）、 

「居宅訪問型児童発達支援」の報酬を設定 

 

◇精神障害者の地域移行の推進 

1．長期に入院する精神障害者の地域移行を進めるため、グループホームでの受入 

れに係る加算を創設 

2．地域移行支援における地域移行実績等の評価 

3．医療観察法対象者等の受入れの促進 

 

◇就労系のサービスにおける工賃・賃金の向上、一般就労への移行促進 

1．一般就労への定着実績等に応じた報酬体系とする 

2．一般就労に移行した障害者に生活面の支援を行う新サービス（前回の法改正に 

伴うもの） 、「就労定着支援」の報酬を設定 

 

◇障害福祉サービスの持続可能性の確保 

1．計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価 

2．送迎加算の見直し 

 

各サービスの詳細につきましては、下記 URL よりご参照ください。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000193399.html 

 

【平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う関係告示の一部改正等の御意見の募

集について（パブリックコメント）】 

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170344&Mode=3 

 

 

 

 

 

 

  

↑URL をクリックすると厚生労働省ホームページへジャンプします。 
 

↑URL をクリックすると行政情報ポータルサイト（e-Gov）ホームページへジャンプします。 
 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000193399.html
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170344&Mode=3
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■ 法改正をふまえ、都道府県・指定都市社協の役割を考察～平

成 29 年度 都道府県・指定都市社会福祉協議会 生活困

窮者自立支援事業担当者会議 
 

全社協は、2 月 23 日、平成 29 年度 都道府県・指定都市社会福祉協議会 生活

困窮者自立支援事業担当者会議を開催し、60 名が参加しました。 

はじめに「生活困窮者自立支援制度の見直しと今後の展開について」をテーマに厚

生労働省 社会・援護局 地域福祉課 生活困窮者自立支援室の三浦 正樹室長補

佐から生活困窮者自立支援法の改正法案及び平成 30 年度予算案について行政説

明を行いました。 

午後は、生活困窮者自立支援法の改正法案

において明確に示された「都道府県における広

域支援について」をテーマに長野県社協、大阪

府社協、鳥取県社協、徳島県社協から県内ネッ

トワークの構築や町村支援、人材養成、広域に

よる就労支援・家計相談支援、あわせて居住支

援について実践報告を行いました。その後、①

「都道府県社協による広域支援について」、②「自立相談支援の取り組み強化につい

て」の 2 テーマについてグループ討議、全体討議を行いました。 

最後に、全社協地域福祉部長より、①地域共生社会の実現のため、社協が長きに

わたってめざしてきた総合相談・生活支援体制を市町村域で構築していくことが、全

世代を対象とする生活困窮者の自立支援においても重要であること、②都道府県によ

る市町村支援事業が明確に改正法で位置づけられ、予算化されることを受け、各都道

府県社協においても受託に向けて検討をすすめていただきたいこと、③福祉事務所

未設置町村による相談の実施も可能になることから、都道府県内の町村部への情報

提供等を行うなどして町村社協が受託できるようにはたらきかけていただきたいことを

全体のまとめとして話し、閉会しました。 

なお、全社協・地域福祉推進委員会では「社協における生活困窮者支援のあり方

検討委員会」を設置し、「社協における生活困窮者自立支援の推進方策」の策定に向

けた検討をすすめています。 

 

Topics 
 

グループワークの様子 
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■ 福祉視察・研修の積極的な受け入れによる国際交流の拡大、

国際交流・支援活動会員数の増加への取組強化～平成 29

年度 第 2回国際社会福祉基金委員会 
 

全国社会福祉協議会の事業運営委員会である「国際社会福祉基金委員会」は2月

15日に第2回委員会を開催し、平成29年度の事業進捗状況及び決算見込を報告する

とともに、「幅広い国々や各種ネットワーク組織等との関係づくり」「より多くの福祉関係

者の国際交流・支援活動への参加による幅広い交流・協働支援活動の展開」を基本

方針とする平成30年度事業計画と収支予算を決定しました。 

平成29年度事業の進捗状況では、海外からの福祉関係者の訪日視察等の受け入

れに積極的に取組み、4ヵ国から11団体、計178名の調整とプログラムコーディネートを

行ったことや国際社会福祉協議会の地域会議等の国際会議の場で日本の福祉の取

り組みを発信したこと、12月に大阪において『北東アジアにおける生活困窮／貧困』を

テーマとして「第22回日本・韓国・台湾民間社会福祉代表者会議」を開催し国内外か

らの参加者に好評を得たこと、台湾とインドネシアを訪問し、学びと交流を深めるスタ

ディ・ツアーの開催、2名を招へいしたフォローアップツアーなどの成果を確認しました。 

また、平成30年度事業については、5つの事業の柱を確認するとともに、「修了生福

祉活動助成事業」として4月に3ヵ国の10事業に総額300万円の助成を実施すること、

国際交流・支援会員の登録数の増加をはかることなどを決定しました。 

なお、平成30年度の事業の柱は次の通りです。 

 

平成30年度 事業の柱 

1.アジア諸国とのネットワークづくり 

（1）国際交流・情報提供活動の拡充（訪日福祉視察等の積極的な受入など） 

（2）「第23回日本・韓国・台湾民間社会福祉代表者会議」への参加 

（3）スタディ・ツアーの企画・実施（アジアの国の福祉視察研修、ネットワークづくり） 

（4）第7回アジア社会福祉セミナーの開催準備（2019年度開催） 

2．アジアのソーシャルワーカーの育成 

（1）アジア社会福祉従事者研修（第35期アジア社会福祉従事者研修の実施） 

（2）アジア社会福祉従事者研修修了生フォローアップ研修の実施 

 

3．アジアの国の福祉活動支援 

（1）修了生福祉活動支援事業の実施（修了生の母国での福祉活動の支援） 
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4．大規模災害時の支援・協力 

（1）フィリピン台風支援事業の継続実施 

（2）ネパール地震支援事業（中央共同募金会）への協力 

5．国際社会福祉基金委員会の開催 

 

全国社会福祉協議会が実施している国際交流・支援事業の内容については、全社

協ホームページをご参照ください。 

 

【社会福祉分野における国際交流・支援活動について】 

http://www.shakyo.or.jp/bunya/kokusai/kouryu/index.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑URL をクリックすると全社協ホームページへジャンプします。 
 

↑画像をクリックすると『「国際交流・支援活
動会員制度」会員登録のお願い』（パンフ
レット）へジャンプします。 

 

http://www.shakyo.or.jp/bunya/kokusai/kouryu/index.html
http://www.shakyo.or.jp/bunya/kokusai/kouryu/20180125_kokusai.pdf
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■ 地域共生社会の実現と権利擁護・虐待防止に向けた取組課

題を考察～第 13回権利擁護・虐待防止セミナー 
 

全国社会福祉協議会は 2 月 13 日、

第 13 回権利擁護・虐待防止セミナーを

262 名の参加者を得て開催しました。 

本セミナーは、権利擁護・虐待防止の

総合的な推進を目的に毎年開催してお

り、今回は「地域共生社会の実現と権利

擁護の推進～社会福祉制度改革の動

向と地域における福祉・生活課題への

取組」をテーマとしました。 

高齢化の伸長に伴う、要支援高齢者の増大や障害分野における虐待等の権利侵

害が依然として高い今日、住民一人ひとりの暮らしや生きがい、支え合いをともに創っ

ていく共生社会の実現にあたっては、人々の権利が保

障され、安心・安全な地域生活をいとなめる環境づくり・

地域づくりがますます重要になります。 

講演Ⅰ「地域における高齢者の福祉と権利擁護～支

える地域を創る～」では、川崎幸クリニック 院長／認知

症の人と家族の会 副代表理事 杉山 孝博 氏からご

講演いただき、認知症高齢者を取り巻く現況と課題及び

認知症の特徴をふまえた支援の重要性等について考察

しました。 

続く、講演Ⅱ「虐待防

止の理解と虐待事案について」では、毎日新聞論説

委員 野沢 和弘 氏から障害福祉における権利擁

護の実践と福祉の仕事の専門性とやりがい等につい

てご講演いただき、支援者が福祉の専門職として備

えるべき専門的視点等について考察しました。 

その後のシンポジウム「包括的な権利擁護と生活支

援の取組に資する連携・協働に向けて」では、（社福）

岩手県社会福祉協議会 事務局次長／地域福祉企

画部長 右京 昌久 氏、（社福）堺市社会福祉協議会 生活支援課 権利擁護支援

係 主査 崎山 由紀子 氏、（社福）西宮市社会福祉協議会 常務理事 清水 明彦 

氏、（社福）みおつくし福祉会 東さくら園 施設長 廣瀬 みどり 氏、（社福）村山苑 

セミナーの様子 

講演する杉山 孝博氏 

講演する野沢 和弘氏 
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企画課長 吉成 晋二 氏から、各社協、社会福祉法人・福祉施設における地域の課

題解決に向けた実践事例等をご報告いただきました。報告を通じ、都市圏、地方都市

における生活課題・福祉課題の現状と解決に向けた取組み、本人を主体とする個別

支援を通じた地域づくりの重要性、自法人の特性を活かした地域のニーズに対応する

事業の展開等について考察しました。 

コーディネーターの首都大学東京 都市教養学部 教授 岡部 卓 氏からは、「人

びとの生活を総合的に支えるためには、一人の専門職だけでは対応が難しく、必然的

に多職種による連携・協働が必要となる。連携・協働を活性化させていくためには専門

職・機関における自己理解、他者理解、相互理解をはかったうえで、ネットワークを構

築していくことが重要である」等とのまとめがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 社協における被災者への相談支援について課題を共有～生活

支援相談活動管理職・担当者全国連絡会議 
 

2 月 15 日、全社協は生活支援相談活動管理職・担当者全国連絡会議を開催しま

した。本会議は、被災地における生活支援相談活動について情報・課題を共有すると

ともに、復興フェーズに応じて生活支援相談員が果たす役割や平時の地域福祉活動

への移行・活動などについて考察し、社協活動の充実をはかることを目的に毎年開催

しています。今年度は東日本大震災以外の被災による生活支援相談員の配置社協

のほか、被災地からの避難・転居先の社協の職員なども参加対象に加え、計 31 名が

参加しました。 

シンポジウムの様子 

コーディネーター（左）：岡部 卓氏 

シンポジスト（左から）：右京 昌久氏、崎山 由紀子氏、清水 明彦氏、 

廣瀬 みどり氏、吉成 晋二氏 
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はじめに、東日本大震災及び熊本地震の被災県・指定

都市社協から、被災地における復興支援の現状について

報告をいただき、続く、福島県・楢葉町社協と熊本県・益城

町社協からは、生活支援相談活動の現状とこれからの支援

の展望や課題について実践報告をいただきました。実践報

告を受け、神奈川県立保健福祉大学 顧問・名誉教授の山

崎 美貴子 氏から、支援内容の変化や支援のポイントなど

についてコメントをいただきました。 

各報告を受けて行われたグループディスカッションでは、

各社協の生活支援相談活動や被災者支援の現状と課題を共有するとともに、被災者

支援から平時の地域福祉活動への移行に向けて、支援体制の整備・見直しや生活支

援相談員の他職種への人材活用等、今後の取組みの予定・展望などを確認しました。 

被災地における支援は、各地の復興状況に応じて変化してきていますが、復興支

援住宅への移行に遅れが生じるなど厳しい状況が続いており、移転先での新たなコ

ミュニティづくりなどの新たな課題対応も発生しています。被災者に寄り添いながら行

われてきた生活支援相談活動の意義や継続した取組みの必要性をあらためて考える

機会となりました。 

 

 

■ 若年性認知症の人と家族の地域生活を支えるために、求めら

れる視点と支援のあり方を考察～平成 29 年度 認知症の人

とともに暮らす地域づくりセミナー 
 

若年性認知症（65 歳未満で発症した認知症）は、本人や配偶者が現役世代である

ことから、就労の継続や子どもの教育など家族それぞれの人生設計に大きく影響を及

ぼすとともに、経済的な困難に直結するおそれが少なくありません。そこで、若年性認

知症の人と家族が住み慣れた地域で暮らし続けることができる地域づくりを考えるため

に必要な視点を学び、その共有をはか

ることを目的として、32 名の参加を得て

2月 16 日に本セミナーを開催しました。 

前半は、認知症介護研究・研修東京

センター研究企画主幹の中村 考一 

氏による基調講義と、NPO 法人 認知

症当事者の会 事務局・のぞみメモリー

クリニック看護師の水谷 佳子 氏から

報告の様子 

講演する中村 考一氏 
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「『ともに、よりよく生きる』を考えよう～認知症の人の声～」と題した講演をいただきまし

た。 

後半は、「若年性認知症の人と家族の暮らしを支える地域づくりの視点とは」をテー

マとした実践発表・ディスカッションを行いました。八王子認知症家族ケアサロン・ケア

ラーズカフェわたぼうし前管理者の新井 尚子 氏からは、家族として、そして支援者

（専門職）としての自身の経験に基づく発表をいただきました。埼玉県・三芳町社会福

祉協議会主査の古賀 和美 氏からは、地域での活躍の場を創る・広げる取組みとし

て、若年性認知症の人がスタッフとなって地域の子どもと親の居場所づくりを担う『こど

も食堂』の取組みが紹介されました。また、国の認知症施策推進総合戦略（新オレン

ジプラン）のもとで設置がすすめられている専門職である、若年性認知症支援コーディ

ネーターで、愛知県若年性認知症総合支援センター室長の山口 喜樹 氏からは、専

門職の役割と活動についての実践発表をいただき、それぞれの発表についてフロアと

のディスカッションを通じて参加者の理解を深めました。 

参加者からは、「（講演から）当事者の話、言葉がとても重要に思えた」、「実践報告

が具体的で参考になった」等の声をいただきました。 

 

 

■ 平成 31 年度社会福祉制度等に関する要望事項のとりまとめ

に向けて議論～第 6回政策委員会幹事会 
 

全社協・政策委員会は、2月 16日に第 6回幹事会を開催し、平成 30年度介護・障

害サービス等報酬改定、制度見直しへの対応や生活困窮者自立支援事業、生活保

護制度の動向等について、各幹事から報告を受け、各分野における福祉政策の動向

と政策課題への対応について、情報を共有しました。 

開会のあいさつで井手之上 優委員長（大阪府社協常務理事）は、1 月 31 日の夜

に札幌市の自立支援住宅「そしあるハイム」で発生した火災で 11 名の入居者が死亡

したことについて、無届けの同じような施設ではこれまでにも尊い命が犠牲になる事故

が起きており、改善がはかられてきてはいるものの抜本的な対策には至っていない。

法令による規制だけではなく、既存の施策・福祉施設のあり方を含めて政策委員会と

して検討し、改善提案等を行っていく必要がある、と述べました。 

協議では、上記に関連して養護老人ホームの入所率が地域によって差があることに

ついて自治体の財政難から「措置控え」が生じており、「貧困ビジネス」の要因にもなっ

ているのではないか、との指摘がありました。地域共生社会の実現に向けた取組みの

なかでは、低所得高齢者等への居住支援も重要な課題であり、救護施設をはじめとす

る保護施設の機能強化・拡充、地域におけるセーフティネット関連事業の効果的な連
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携・推進方策等について早期に検討に着手することを確認しました。 

子ども・子育て支援、「子育て安心プラン」をめぐっては、企業主導型保育事業につ

いて財政制度等審議会が待機児童の解消や女性の就業率向上のために積極的な活

用を提言する等、平成 29 年度は 7 万人に達した定員を平成 30 年度予算でさらに 2

万人上乗せする方針です。委員からは、政府の経済政策の一環として保育の量的な

拡充がすすみ、さらに昨今の「人づくり革命」では幼児教育の無償化が検討されてい

るなか、保育の質の向上にかかる財源確保と取組みがおろそかになることへの懸念が

示されました。政策委員会では、引き続き保育の質の改善への財源確保を求めるとと

もに、構造改革・国家戦略特区の活用等による福祉サービスの質を後退させかねない

動きに対しては強い対応をはかることとしました。 

政策委員会に設置した「新たな社会的養育ビジョンに関する検討会」では、1 月 31

日に開催の厚生労働省「社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会」で示さ

れた「都道府県計画の見直し要領」（骨子案）の課題と確認すべき事項等の整理をす

すめるとともに、「フォスタリング機関に関する意見・要望」（案）を確認したことを報告し、

今後の取組みの必要性等を共通理解としました。 

また、福祉・介護、子ども・子育て分野における人材確保等の喫緊の課題について

は、平成 28 年度から政策委員会と構成組織が共同して取組んできた「地域を支える

福祉人材確保・育成・定着のための緊急対策」の実施状況の検証等を平成 30年度に

行うこととし、あわせて事業・活動計画の骨子を確認しました。 

さらに、4月中旬を目途に政策委員会として平成31年度社会福祉制度・予算・税制

等に関する重点要望のとりまとめを行うため、今後、社会保障・福祉政策の動向・課題

をふまえた各構成組織からの要望事項等を集約していくこととしました。 

 

 

■ 見直し後の都道府県推進計画に向けた社会的養護関係施設

の多機能化・機能強化について協議～新たな社会的養育ビ

ジョンに関する検討会（第 3回） 
 

8 月 2 日に公表された「新しい社会的養育ビジョン」（以下、ビジョン）への対応課題

の整理と今後の取組みについて検討するため、政策委員会に設置した「新たな社会

的養育ビジョンに関する検討会」（以下、検討会）の第 3 回会合を 2 月 20 日に開催し

ました。 

都道府県推進計画の見直しの検討は、第 23 回社会保障審議会児童部会 社会的

養育専門委員会までの議論で、骨子案における里親委託率の数値目標の位置づけ

について、委員の意見は賛否分かれて一致をみていません。今後は、厚生労働省が
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関係者と調整し、また、並行して開催している乳児院・児童養護施設の多機能化等に

関するプロジェクトチーム（以下、多機能化PT）、フォスタリング事業ガイドライン策定に

かかる調査研究（以下、フォスタリング PT）の議論を含め、都道府県推進計画の見直

し要領を 3月にとりまとめる予定です。 

検討会では、都道府県推進計画の見直し要領について、社会的養育の環境整備

の要件充足が基本的考え方の前提になければならないことや、社会的養護における

新生児や乳幼児の生命リスク、疾病や障害、被虐待などによる特別なケア、医療的ケ

アのニーズに的確に応えられるような措置入所・一時保護の要件等をくわえる必要が

あること等を、課題として挙げて議論しました。 

また、ビジョンにおいて乳児院が現行の養育機能にくわえて担うべきものとしている

高機能化や多機能化・機能転換について、予算措置の状況などをふまえながら、今

後の取組みのあり方について意見交換しました。 

くわえて、フォスタリング PT における議論に関して、これまで子どもと保護者（親）の

関係改善の支援や子どもの家庭復帰に向けた家族関係の再構築支援を担ってきた

乳児院、児童養護施設を、里親支援関連事業（リクルート、マッチング、トレーニング、

訪問支援・交流、両立支援等）の主体に位置づけるべきとして、意見・要望について協

議しました。 

現在、多機能化 PT で議論がすすめられている「乳児院や児童養護施設の多機能

化等に資する「手引書」」の内容が示された折には、具体的に求められる機能とその意

義や課題について分析し、必要な予算制度について要望していくことが必要です。 

なお、検討会の協議資料は、全社協・政策委員会ホームページに掲載しています。 

 

【新たな社会的養育ビジョンに関する検討会 資料】 

http://zseisaku.net/information/ 

 

 

 

■ 「福祉人材確保力」を強化する～平成 29 年度 専門講座

（第 2回） 
 

全国社会福祉法人経営青年会（会長 塘林 敬規）は、2 月 19～20 日に、「専門講

座（第 2回）」を開催しました（参加者 119 名）。 

本講座は、福祉業界で喫緊の課題である「福祉人材確保」をテーマとし、他業種と

の人材確保競争に競り勝つことのできる「人材確保力」を身につけることを目的として

↑URL をクリックすると全社協・政策委員会ホームページへジャンプします。 
 

http://zseisaku.net/information/
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います。 

講義Ⅰでは、「「広報ファースト」の広報戦略」と題し、4

年連続日本一の志願者数の確保に成功する学校法人 

近畿大学より総務部 広報室 課長代理の髙橋 智子 

氏をお招きし、「常識をぶっ壊す」取組みの背景にある

「広報ファースト」の理念についてご講演いただきました。 

講義Ⅱでは、「人材確保につながる！～『魅せる手法』

と『コミュニケーション』～」と題し、株式会社 Join for Kaigo

代表取締役の秋本 可愛 氏にご講演いただきました。 

介護に志を持つ若者のコミュニティ「HEISEI KAIGO 

LEADERS」を運営する秋本氏は、求職者の心に響く採用活

動を展開するためには、採用目的・採用したい人材像を言

語化したうえで、具体的な採用プログラムを設計する必要が

あると述べられ、そのうえで具体的な設計手法等について 2

日間の講義で詳しく解説いただきました。 

参加者からは、「自法人ならではの広報戦略・採用活動

のあり方について考える良い機会になった」といった声をい

ただき、今後、各法人での実践展開が期待されます。 

 

 

■ 新任社協職員のキャリアデザインを描き、ネットワークを構築～

平成 29 年度 都道府県・指定都市社会福祉協議会新任職

員研修会 
 

中央福祉学院では、2 月 11～13 日、平成 29 年度 都道府県・指定都市社会福祉

協議会新任職員研修会を開催しました。本研修は概ね勤続 3 年以下の職員を対象と

しており、全国 40県市から 83 名が参加されました。3日間の講義・シンポジウム・演習

を通して、受講者一人ひとりがキャリアデザインを描くとともに、社協職員同士のネット

ワークを構築しました。 

1 日目は、全社協 野崎 吉康事務局長による「社協の基本理解」というテーマの講

義にはじまり、茨城 NPO センター・コモンズ 代表理事の横田 能洋 氏、社会福祉法

人 堺暁福祉会 理事の宮田 裕司 氏、宝塚市社会福祉協議会 常務理事の佐藤 

寿一 氏をお招きし、「都道府県・指定都市社協に期待すること」をテーマにシンポジウ

ムを行いました。 

2日目午前は、石川県社会福祉協議会 地域福祉課 主幹の天日 啓文 氏、岡山

講演する髙橋 智子氏 

講演する秋本 可愛氏 
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県社会福祉協議会 福祉経営支援部 主幹の木村 真悟 氏、仙台市社会福祉協議

会 ボランティア協働係 係長の早川 敏 氏の 3 名の先輩職員をお迎えし、「都道府

県社協の魅力」というテーマでシ

ンポジウムを行いました。午後は

先輩職員がファシリテーターとな

り、セブンクロスや KJ 法を使った

演習を行い、都道府県・指定都

市社協の役割と、その実現に向

けた方策を考察しました。 

最終日は、3 日間のメイン講師

を務めた、九州保健福祉大学准

教授の山﨑 睦男 氏より、社会福祉協議会に勤務されていた時の経験を基に、都道

府県・指定都市社協職員に求められる資質や能力、そしてキャリアデザインの描き方

についての講義をいただきました。その後、総まとめとして、キャリアデザインシート（各

自の行動指針）の作成等を行いました。 

受講者からは、「関係団体からの話が聞け、社協職員としてめざすことが明確になっ

た」、「同じ立場、年代の方と交流が深まり、参加してよかった」旨の感想がありました。 

 

 

■ 福祉施設長として習得すべき経営管理を学ぶ～第 42 期福祉

施設長専門講座 第 2回スクーリング 
 

中央福祉学院は、2 月 17～20 日、第 42 期福祉施設長専門講座の第 2 回スクーリ

ングを開催し、97 名が参加しました。 

今回のスクーリングでは、自施設の環境

特性分析及び中期事業計画の作成を中心

とした経営管理の演習を、2 日間行いました。

さらに、労務管理・人事管理・財務管理など

施設長として押さえておくべき知識を学習し、

最終日は、株式会社大川印刷 代表取締

役社長 大川 哲郎 氏をお招きし、「変化

を読み取り、社会に求められる会社を目指

して」と題した特別講演を実施しました。 

修了式では、修了証書及び福祉施設士の資格証書が授与され、新たに 94 名の福

祉施設士が誕生しました。 

セブンクロス、KJ法を使った演習の様子 

スクーリングの様子 
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参加者からは、「弱みや脅威をいかにチャンスと考えていくかという視点も大切であ

るということ、分析するにあたっては一人で考えずスタッフを巻き込むことの大切さを感

じた」、「施設長としての心構えややるべきことが明確になった」、「グループワークのな

かで他者の話を聞き、発見や気づきが沢山あり有意義な研修だった」、「種別の異なる

全国の方と知り合うことができ、視野が広がり、今後の大きな財産となった」等の感想を

いただきました。 

社会福祉法人・施設を取り巻く環境が大きく変化するなかで、今回新たに誕生した

福祉施設士の皆さまがその高い専門性を発揮し、地域の福祉課題に積極的に取組ん

でいくことが期待されます。 

なお、中央福祉学院では、「第 43 期福祉施設長専門講座」の受講者を募集してい

ます。詳細は、中央福祉学院ホームページをご覧ください。 

 

【第 43 期福祉施設長専門講座のご案内】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course303.html 

 

 

  

↑URL をクリックすると中央福祉学院ホームページへジャンプします。 
 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course303.html
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■ 【内閣府】第 29回 高齢社会対策会議【2月 16日】 

新たな高齢社会対策大綱の案が示された。これまでの、年齢による画一化を見直し、

年齢にかかわらず、本人の意欲・能力に応じた力を発揮できる社会の構築をめざすこ

と等が盛り込まれた。 

http://www8.cao.go.jp/kourei/measure/taisakukaigi/29/shiryou.html 

■ 【内閣府】平成 30年第 2回経済財政諮問会議【2月 20日】 

外国人労働力について出席議員から、都市部における慢性的な介護人材不足に

鑑み、介護分野における外国人労働力確保の必要性について意見が出された。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/0220/agenda.html 

■ 【内閣府】第 26回規制改革推進会議【2月 26日】 

①利用者ニーズに応える新たなタクシー等の移送サービス実現、②民泊サービス、

③公開ディスカッションの実施、④規制改革ホットラインについて議論された。 

http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/committee/20180226/agenda.html  
 
 
 
 

 

■ 第 13回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会【2月 15日】 

これまでの議論を整理したうえで、社会福祉士に求められる役割等について議論さ

れた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000194323_1.html 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www8.cao.go.jp/kourei/measure/taisakukaigi/29/shiryou.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/0220/agenda.html
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/committee/20180226/agenda.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000194323_1.html
http://zseisaku.net/
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■ 「保育所保育指針解説」公表【2月 22日】 

平成 30 年 4 月から改定適用される保育所保育指針の解説を公表。保育所保育指

針に示された各事項にかかる留意点等を記載。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/kaisetu.pdf  

■ 第 7回今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会【2月 23日】 

北欧における障害者雇用促進制度の概況をふまえ、わが国の障害者雇用促進制

度のあり方等について意見交換がなされた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000194952.html 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/kaisetu.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000194952.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

3 月 1～2 日 
平成 29 年度 退所児童等

支援事業全国セミナー 
TFT ビル（東京都） 児童福祉部 

3 月 2～4 日 

平成 29 年度 第 2 回全国

児童養護施設中堅職員研

修会 

全社協・灘尾ホール 児童福祉部 

3 月 5 日 
平成 29 年度 第 2 回障連

協セミナー 
全社協 5 階会議室 

高年障害福

祉部 

3 月 6 日 
平成 29 年度 第 4 回全社

協理事会 
全社協・灘尾ホール 総務部 

3 月 8 日 
第 30 回経営セミナー（全国

身障協） 
全社協・灘尾ホール 

高年障害福

祉部 

3 月 9 日 
平成 29 年度 第 2 回協議

員総会（全国身障協） 
全社協 5 階会議室 

高年障害福

祉部 

3 月 12～13 日 
都道府県・指定都市保育士

会正副会長セミナー 
全社協 5 階会議室 児童福祉部 

3 月 13 日 
平成 29 年度 第 2 回委員

総会（全国保育士会） 
全社協 5 階会議室 児童福祉部 

3 月 14 日 
社会福祉HERO’S 

TOKYO 2018 

表参道ヒルズ 

地下 3階 
法人振興部 

3 月 14 日 
平成 29 年度 第 2 回協議

員総会（全国保育協議会） 
全社協・灘尾ホール 児童福祉部 

3 月 14 日 

平成 29 年度 第 2 回委員

総会（全国地域包括・在介

協） 

全社協 5 階会議室 
高年障害福

祉部 

3 月 16 日 
平成 29 年度 第 3 回全社

協評議員会 
全社協・灘尾ホール 総務部 

3 月 16 日 
第 22 期 リーダー養成ゼミ

ナール修了式（セルプ協） 
全社協 5 階会議室 

高年障害福

祉部 

3 月 16 日 
平成 29 年度 第 3 回協議

員総会（医療協） 
尚友会館 法人振興部 

全社協 3 月日程 
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開催日 会議名 会場 担当部 

3 月 20 日 
平成 29 年度 第 3 回協議

員総会（全国経営協） 
全社協 5 階会議室 法人振興部 

3 月 22 日 
地域の身近な拠点づくり推

進セミナー 
ＴＦＴビル（東京都） 地域福祉部 
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学生に福祉の魅力を発信する 

「社会福祉HERO’S TOKYO 2018」開催！ 

 

全国社会福祉法人経営者協議会（会

長 磯 彰格／全国経営協）は、3 月 14

日に表参道ヒルズ「スペースオー」にて、

社会福祉の仕事の魅力を発信するイベ

ントを初めて開催します。 

本イベントは、社会福祉分野に、熱意

ある若者を呼び込むため、まずは社会

福祉や社会福祉法人に対するポジティブ

なイメージを広げることをねらいとしていま

す。 

メイン企画として、全国の社会福祉法人の役職員が「どのような課題認識をもって働

いているか」 「仕事を通じて、社会にどんな変化をもたらしたいか」などを 自分の言葉

で熱くプレゼンする“Change! 日本の福祉”を行います。 

ぜひ就職活動中の学生や、将来社会福祉業界への就職を検討している学生等へ

ご周知ください。 

 

 

開 催 日 時：平成 30 年 3 月 14 日（水）13：00～14：30（開場 12：30） 

開 催 場 所：表参道ヒルズ スペースオー 

（東京都渋谷区神宮前 4丁目 12 番 10 号 表参道ヒルズ地下 3階） 

ゲストタレント：吉本興業グループ所属タレント「おかずクラブ」 

タイムスケジュール：（一部変更の可能性あり） 

12:30 開場 

13:00 オープニング 

13:15 社会福祉ヒーロープレゼン 

14:00 ゲストトーク（おかずクラブ） 

14:20 ベストオーディエンス賞発表 

14:30 クロージング 

インフォメーション 

イベントの概要 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプしま
す。 

https://www.keieikyo.com/shafuku-heros/index.html
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公式 Twitter や Instagram も稼動し、「#社会福祉ヒーローズ」のハッシュタグをつけ

て更新しています。あわせてご覧いただき、SNS 拡散にご協力をお願いいたします。 

◆イベント詳細・お申し込みはこちらから 

https://www.keieikyo.com/shafuku-heros/index.html 

 

◆イベント公式 Twitter 

https://twitter.com/shafuku_heros 

 

◆イベント公式 Instagram 

https://www.instagram.com/shafuku_heros/?hl=ja 

 

【問合せ先】 

全国社会福祉法人経営者協議会 

事務局（担当：福野、樋川） 

TEL：03-3581-7819 FAX：03-3581-7928 

E-mail：keieikyo@shakyo.or.jp 

 

  

https://www.keieikyo.com/shafuku-heros/index.html
https://twitter.com/shafuku_heros
https://www.instagram.com/shafuku_heros/?hl=ja
mailto:keieikyo@shakyo.or.jp
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平成 29年度 地域の身近な拠点づくり推進セミナー 

参加者募集中！ 

 

ふれあい・いきいきサロンは、全国の設置数が

6 万 7,000 件を越え、高齢者の居場所づくりや、

子育て中の親が抱える悩みの相談の場、さらに

は障害のある人たちの活動の場等、その対象や

活動内容はますます広がっています。 

さらに、参加者だけではなく、近隣の住民を含

めた地域の課題をキャッチする拠点ともなり、そ

の機能と役割は多岐にわたります。 

また、現在国は地域共生社会の実現をめざし

ており、この実現においても公的サービスの整備

とともに多様な住民が集まってつながりが生み出

されたり、悩みが共有されるなど、住民同士の支え合いも必要であるとされ、その拠点

づくりが重要な位置づけにあります。 

このような背景もふまえ、平成 29 年度はサロン活動をはじめとする住民同士の地域

活動の拠点となる取組みについて、活動の立ち上げや運営の継続に対する支援につ

いて考察します。 

 

 

 

日 時：平成 30 年 3 月 22 日 10：45 開会（受付開始 10：00） 16：45 閉会 

会 場：TFT ビル 研修室 909 

（東京都江東区有明 3丁目 6番 11 号） 

参 加 費：無料 

参加対象：社協職員 

NPO 等中間支援組織  

関心のある方 等 

定 員：120 名（申込書先着順とさせていただきます） 

 

 

 

↑画像をクリックするとホームページに
ジャンプします。 

セミナーの概要 

https://www.zcwvc.net/2018/02/14/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E3%81%AE%E8%BA%AB%E8%BF%91%E3%81%AA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%A5%E3%81%8F%E3%82%8A%E6%8E%A8%E9%80%B2%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC-%E3%82%92%E9%96%8B%E5%82%AC%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99/
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内 容： 

①講演「地域おこしに学ぶ地域の支え合いの場づくりと継続支援のポイント」 

講師／図司 直也 氏（法政大学現代福祉学部 教授） 

②シンポジウム 

「地域活動拠点の立ち上げと継続支援～地域の困りごとを見逃さないために～」 

シンポジスト／吉田 日出子 氏（大分県・沖代すずめ） 

千寺丸 洋 氏（北海道・苫小牧市社会福祉協議会） 

吉川 征司 氏（広島県・三原市社会福祉協議会） 

コーディネーター／渡辺 裕一 氏（武蔵野大学 教授） 

③グループ討議 

 

【開催要綱・申込書のダウンロードはこちら】 

https://www.zcwvc.net/ 

 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 

TEL：03-3581-4655  FAX：03-3581-7858 

  

↑URL をクリックすると全社協 地域福祉・ボランティア情報ネットワーク（ホームページ）へ
ジャンプします。 

 

https://www.zcwvc.net/
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

<新刊図書> 

●『社会福祉学習双書 2018』（全 16巻） 

(『社会福祉学習双書』総括編集委員会編 B5 判) 
 

本テキストは、質の高い福祉人材の育成や福祉職

員のレベルアップをめざし、社会福祉を学ぶための

テキストです。 

社会福祉系大学、社会福祉士養成施設などのテ

キストとしてだけでなく、福祉の現場で働く方、福祉活

動に携わる方の研修教材としてもご活用いただけま

す。 

 

【特色】 

○「社会保障制度改革プログラム法」にそってすすめ  

られている社会保障 4分野の制度改革を反映させ 

るとともに、社会福祉法人制度改革をめぐる動向な 

ど主要事項をフォロー 

○社会福祉士養成カリキュラムに完全準拠 

○改正社会福祉法の動向を関係各巻に反映 

○医療・介護・年金・雇用の制度改革の動向は主として第 3巻『老人福祉論』、第 6巻 

『社会保障論』に反映 

○第 5巻『児童家庭福祉論』には「新しい社会的養育ビジョン」の登場や保育所保育 

指針等の改正に対応をはじめ、被虐待児等の保護についての措置を講じた「児童 

福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」成立による改 

正内容を反映 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=series01&_page=_index&_page3=series&_series=%BC%D2%B2%F1%CA%A1%BB%E3%B3%D8%BD%AC%C1%D0%BD%F1&
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【各巻名】 

第 01 巻 社会福祉概論Ⅰ          （2 月 26 日発行） 

第 02 巻 社会福祉概論Ⅱ          （3 月 9 日発行予定） 

第 03 巻 老人福祉論             （2 月 14 日発行） 

第 04 巻 障害者福祉論               （3 月 5 日発行予定） 

第 05 巻 児童家庭福祉論          （2 月 13 日発行） 

第 06 巻 社会保障論             （2 月 22 日発行） 

第 07 巻 公的扶助論             （2 月 7 日発行） 

第 08 巻 地域福祉論             （2 月 28 日発行） 

第 09 巻 社会福祉援助技術論Ⅰ      （3 月 7 日発行予定） 

第 10 巻 社会福祉援助技術論Ⅱ      （3 月 8 日発行予定） 

第 11 巻 心理学                （1 月 29 日発行） 

第 12 巻 社会学                （1 月 30 日発行） 

第 13 巻 法学                  （2 月 1 日発行） 

第 14 巻 医学一般               （3 月 2 日発行予定） 

第 15 巻 介護概論                   （2 月 5 日発行） 

第 16 巻 学びを深める福祉キーワード集 （2 月 8 日発行） 

 

(1～3 月順次発行 定価本体 1,800～2,400 円税別） 

 

 

 

●『改訂 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 

テキスト』（全 4巻） 

(全国社会福祉協議会編 A4 判 116 頁) 
 

本テキストは、都道府県・指定都市社協で実施して

いる研修課程用のテキストです。「新・福祉人材確保

指針」をふまえた人材の定着・育成とキャリアパス構

築をサポートします。さらに、あらゆる福祉分野の施

設・事業所、職種で共通して求められる役割・能力を

キャリアの段階に応じて習得できるよう、キャリアパス

の構築を支援する内容となっています。 

（2月発行 定価本体1,000円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2960&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2960&_class=080101&_category=ISBN978-4-7935-1263-6
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<月刊誌> 

●特集「介護をするための清潔を保つ」 

『ふれあいケア』3 月号 

人が生活を送るなかで、身体や室内外の生活環境

の清潔を保つことは重要なことです。清潔を保つこと

は、心身の健康や病気の予防等を通じて、利用者の

尊厳の保持へとつながります。そのため、清潔を保つ

ことは介護職員の業務の一つとして欠かすことはでき

ません。 

今月号では、清潔のうち、とくに施設内のさまざま

な環境整備に焦点を当て、介護職員として留意すべ

き点について紹介します。 

（2 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 
 
 
 
 

●特集「平成 30年度 厚生労働省予算案の概要」 

『生活と福祉』2月号 

本号では平成 29 年 12 月 22 日に閣議決定された

「平成 30 年度厚生労働省予算案」の概要を「社会福

祉関係」「障害福祉関係」「高齢者福祉関係」「児童福

祉関係」の分野別にお伝えします。 

（2 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2965&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2965&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2964&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2964&_class=120101&_category=05595

